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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただ今ご紹介にあずかりました気象学会の新野でございます。この度は、防災学術連携体に参加させていただき、ありがとうございます。



1.日本気象学会と防災への取り組み体制の概要 

理事会（20名） 

企画調整委員会 

講演企画委員会 

天気編集委員会 

気象集誌編集委員会 

SOLA編集委員会 

気象研究ノート編集委員会 

学会賞候補者選考委員会 

藤原賞候補者選考委員会 

堀内賞候補者選考委員会 

正野賞候補者選考委員会 

山本賞候補者選考委員会 

奨励賞候補者選考委員会 

名誉会員推薦委員会 

学術委員会 

地球環境問題委員会 

国際学術交流委員会 

電子情報委員会 

人材育成・男女共同参画委員会 

教育と普及委員会 

気象災害委員会 

気象研究コンソーシアム委員会 

監事 

原子力関連施設の事故に伴う放射性物質拡散に関する作業部会 

1882年創立、会員数3551名（2015年10月20日現在） 

岸保賞候補者選考委員会 

部外表彰等候補者推薦委員会 

沿革・会員数 
気象学・大気科学等の研究の推進および、内外の関係学協会等と協力して
学術・科学技術・文化の振興・発展に寄与する 

目的 

組織 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本気象学会は1882年創立、会員数3551名の学会です。気象学・大気科学等の研究の推進等を目的に活動をしております。理事会のもとに23の委員会がございますが、本連携体に関わる委員会は気象災害委員会と、福島原発の事故後に理事会のもとに設置された「放射性物質拡散に関する作業部会」がございます。



２．気象災害委員会の活動 
① 学会における気象災害の調査・研究に関すること。 
② 災害緊急対応に関すること。  
③ 気象災害の調査・研究に関する他機関との連携に関すること。  

研究会 
2009年11月：「平成21年7月中国・九州北部豪雨と今後の豪雨の監視・予測に向けて」

（福岡） 
2011年3月：「奄美大島の大雨災害：特別講演・セッション」（鹿児島） 
2011年11月：「平成23年台風第12号、第15号による豪雨に関する研究会」(名古屋)  
2012年5月：「5月6日の茨城・栃木における竜巻に関する調査研究報告会」（つくば） 
2013年5月：「梅雨期の大雨～平成24年7月九州北部豪雨～」（東京） 
2013年11月：「2013年7・8月豪雨災害に関する研究会」（仙台） 
2014年10月：「平成26年8月豪雨に関する研究会」（福岡） 
2015年10月：「平成27年9月関東・東北豪雨及び洪水災害に関する研究会」（京都） 
 公開気象講演会 
2010年5月：「防災情報の活かし方を考える」（東京） 
2016年5月： 「台風災害 ～台風列島でどう生き延びるのか？～」（東京） 
 

 (1)研究会等の主催・共催等 

 (2）他学会との共催セッション等 
2011年5月：「都市における極端気象」地球惑星科学連合大会 
2012年5月：「都市における極端気象」地球惑星科学連合大会 
2014年5月：「連合は環境・災害にどう向き合っていくのか？」地球惑星科学連合大会
2015年5月：「連合は環境・災害にどう向き合っていくのか？」地球惑星科学連合大会 

活動内容 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
気象災害委員会は、気象災害の調査・研究、災害緊急対応、これらに関わる他機関との連携に関する活動を行っております。具体的には、災害発生時にタイムリーに研究会や報告会を開催するほか、他学会とも防災に関する講演会等を共催してきております。 
 




３.原子力関連施設の事故に伴う放射性物質拡散に関する作業部会 

2011年  5月：東日本大震災に伴う原発環境汚染に関する勉強会、 
2011年11月：スペシャルセッション「放射性物質輸送モデルの現状と課題」 
2011年  5月：シンポジウム「放射性物質等の移流拡散問題」 
2011年12月：気象学会評議員会における議論 
2013年  1月：アメリカ気象学会年会における共催シンポジウム”Special Symposium on 

the Transport and Diffusion of Contaminants from the Fukushima Dai-
Ichi Nuclear Power Plant: Present Status and Future Directions” 

2015年  3月：原子力災害緊急時の拡散・沈着モデルに関する国際ワークショップ（福島）の
後援 

 

 福島原発事故では、拡散予測モデルSPEEDIの予測結果が避難やヨウ素剤の服用、湿性
沈着による被害予知などに有効に利用されなかったことは大変残念であった。 

今回の事故の実態を解明し、その経験を教訓として、万一の原子力関連施設
の事故に伴う放射性物質拡散に関する対応の改善案を作成する 

(1)研究会等の主催・共催・後援 

(2)提言等の発出 

2012年  3月：原子力関連施設の事故発生時の放射性物質拡散への対策に関する提言 
2014年12月：原子力関連施設の事故に伴う放射性物質の大気拡散監視・予測技術の強化

に関する提言 
2015年  3月：原子力規制委員会による「原子力災害対策指針（改定原案） 及び原子力災

害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する
規則の一部を改正する規則（案） に対するパブコメ」への意見提出 

目的 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、放射性物質拡散に関する作業部会についてご紹介致します。福島原発事故では、拡散予測モデルSPEEDIの予測が避難やヨウ素剤の服用、湿性沈着による被害予知などに有効に利用されなかったことは、大変残念でした。当学会では、事故の実態を解明し、その経験を教訓として、万一の事故に伴う放射性物質拡散に関する対応の改善案を作成するために作業部会を設置し、研究会等の主催・共催、事故発生時の放射性物質拡散への対策に関する提言、原子力災害対策指針の改訂案に対するパブコメへの意見の提出などを行って参りました。



福島原発からの放射性物質の拡散に関して、当学会員が内外の論文誌に多数の論文
を発表。 

2014年9月に公表された日本学術会議総合工学委員会原子力事故対応分科会の報告

「東京電力福島第一原子力発電所事故によって環境中に放出された放射性物質の輸
送沈着過程に関するモデル計算結果の比較」の作成に貢献。 

2014年12月の提言を行うに当たって、福島原発の事故時に数値予測情報がどのように

利用できた可能性があるかを検証し、「原子力関連施設の事故に伴う放射性物質の大
気拡散に関する数値予測情報の活用策について」(http://www.metsoc.jp/tenki/pdf/ 
2015/2015_02_0019.pdf ）として公表。 

(3)研究成果等 

(4)今後の活動 

2015年4月改正の原子力災害対策指針では、緊急時の対策に、避難やヨウ素剤の服用、

緊急モニタリングの配置、湿性沈着の危険性の予知などに有用な数値モデルの予測が
盛り込まれておらず、この点においては、防災対策は福島原発事故前よりも後退。 

緊急時には有用な情報は少しでも多く活用して、最善の対策を講ずるべきであるので、
継続的に改善を求めていきたい。 

学術会議の地球惑星科学委員会で数値モデルの予測情報の取り扱いに関するシンポ
ジウムが開催できないか検討中。 

福島復興・廃炉推進に貢献する学協会連絡会にも参加。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
研究成果としては、会員が内外の論文誌に多数の論文を発表してきたほか、学術会議の報告「福島原発事故により環境中に放出された放射性物質に関するモデル計算結果の比較」の作成に貢献し、また福島原発の事故時に、数値予測情報がどのように利用できた可能性があるかを検証し、「放射性物質の大気拡散に関する数値予測情報の活用策」を公表致しました。
　今後の活動ですが、改正された原子力災害対策指針には、緊急時の対策に避難やヨウ素剤の服用、緊急モニタリングの配置、湿性沈着の危険性の予知などに有用な数値モデルの予測が盛り込まれておらず、この点においては、防災対策は福島原発事故前よりも後退しております。緊急時には、有用な情報は少しでも多く活用して、最善の対策を講ずるべきですので、継続的に改善を求めていきたいと考えております。
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